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Ⅰ．土地・建設産業局関係予算総括表 
 
 

 
 
 
 

（単位：百万円）

３ ０ 年 度 前 年 度 倍　　率
予 算 額

(A) (B) (A／B)

 １．不動産情報インフラの整備 16,298 15,811 1.03

　（１）地籍整備の推進 11,313 11,410 0.99

　　うち・地籍調査の推進 10,800 10,800 1.00
　　　　　　　　※この他、復興関係経費 176百万円がある。

　　　　・地籍調査の基礎的情報を整備する基本調査の実施 200 390 0.51

　　　　・民間等の測量成果を活用した都市部における地籍整備
　　　　　の推進

129 90 1.43

　　　　・ＩＣＴを活用した地籍調査の効率化に向けた環境整備 70 0 皆増

  （２）不動産情報の整備・提供の充実等 4,985 4,401 1.13

　　うち・地価公示の着実な実施 3,691 3,691 1.00

 ２．不動産市場の環境整備 196 195 1.01

　　うち・空き家・空き地等の流通・活用の促進 95 120 0.79

　　　  ・民泊管理業の健全な発展に係る環境整備 15 14 1.10

　　　　・不動産証券化手法を活用した地域振興のための
　　　　　ネットワークの形成促進

58 0 皆増

　　　　・環境性、快適性等に優れた不動産への投資促進に
          向けた環境整備

15 0 皆増

 ３．建設市場の環境整備 581 496 1.17

　　うち・建設業の働き方改革の推進 116 50 2.34

　　　　・建設職人の安全・健康の確保の推進 20 0 皆増

　　　　・専門工事企業に関する評価制度の構築に向けた検討 19 0 皆増

　　　　・地方の入札契約改善推進事業 96 70 1.38

　　　　・地域建設産業における多能工化の推進 60 0 皆増

 ４．建設産業・不動産業の海外展開の推進 104 102 1.02

 ５．その他 257 238 1.08

合　　　　　　計 17,436 16,841 1.04

（注１）上記の「地籍調査の推進」経費は、地籍調査費負担金（6,200百万円）及び社会資本総合整備事業の社会資本
　　　　整備円滑化地籍整備事業分（4,600百万円）である。
（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、合計及び倍率は、一致しない場合もある。

区　　　　　　分
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Ⅱ．土地・建設産業局関係予算の基本方針 
 

平成３０年度土地・建設産業局関係予算においては、国民生活・経済の基

礎的な制度インフラである地籍整備、地価公示等の着実な推進を図りつつ、

空き家・空き地等の流通・活用促進、民泊管理業の健全な発展に係る環境整

備、不動産証券化手法を活用した地域振興のためのネットワークの形成促

進、環境性、快適性等に優れた不動産への投資促進に向けた環境整備、働き

方改革の推進、担い手の確保・育成及び生産性向上の推進を通じた建設産業

の活性化、並びに建設産業・不動産業の国際化の推進に重点的に取り組む。 

 
 

 
総    額：１７，４３６百万円（１．０４） 

 
 

 
 

総    額：１７６百万円 

 

 

一般会計 

東日本大震災復興特別会計 
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Ⅲ．主要施策 
１．不動産情報インフラの整備 
（１）地籍整備の推進 

地籍調査の推進            
 

１０，８００百万円（前年度１０，８００百万円） 
 
※ 上記の金額は、地籍調査費負担金（6,200 百万円）及び社会 

資本総合整備事業の社会資本整備円滑化地籍整備事業分 

（4,600 百万円）である。 

※ この他、復興関係経費（復興庁計上 176 百万円）がある。 
 
 市町村等が行う地籍調査（一筆毎の土地について境界、面積等を調査・測量し、正確な

土地境界情報を示す地籍図等を作成。平成 28 年度末での進捗率は 52％）について、イン

フラ整備や防災対策、都市開発等の推進の観点から、より必要性・緊急性の高い地域にお

ける地籍調査を重点的に支援し、効果的な土地境界等の整備を推進する。 

 

＜内 容＞ 

 市町村等が実施する地籍調査の経費の一部に対して、負担金を交付する。交付にあたっ

ては、以下の施策と連携する地籍調査を重点的に支援する。 

 ○インフラ整備の円滑化を目的とした地籍調査 

 ○地震や土砂災害等に対する防災対策の推進を目的とした地籍調査 

 ○都市開発等の活性化を目的とした地籍調査 

 ○森林施業の円滑化や再生可能エネルギーの利活用を目的とした地籍調査 
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地籍調査の基礎的情報を整備する基本調査の実施       

 

２００百万円（前年度３９０百万円） 
 

地籍調査の進捗率は、全国（平成 28 年度末で 52％）と比較して、都市部では 24％、 

山村部では 45％と遅れていることから、防災対策等の観点から市町村等による都市部・山

村部での地籍調査を促進するため、特に必要性が高い地域において、地籍調査に先行して

必要な境界等の基礎的情報を国が整備する。 

 

＜内 容＞ 

○都市部官民境界基本調査の実施 

都市部において、南海トラフ巨大地震による津波浸水被害想定地域等の早急な地籍 

調査の実施が必要な地域で、国が道路等と民有地の境界情報を整備する。 

○山村境界基本調査の実施 

山村部において、土砂災害警戒区域等の早急な地籍調査の実施が必要な地域で、国 

が三筆境などの主要な境界情報を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土砂災害特別警戒区域 

［土砂災害警戒区域等での調査（イメージ）］ 

調査地域

【 公図等の境界情報 】 

【 現況の境界情報 】 

現況と公図等による境界 
の相違等を示す図面 

 南海トラフ巨大地震による

津波浸水被害想定地域 

津波の高さ２ｍ以上と想定
されている地域 

※南海トラフ巨大地震の発生確率は
極めて高く、被害想定地域は広範
囲な都市部にわたる 

（中央防災会議資料を基に作成）

都市部官民境界基本調査の概要  道路等と民有地の境界について、現況の測量等を行った結果や公図、

道路台帳附図等が示す境界情報を図面等にまとめる調査 

山村境界基本調査の概要  公図や現地精通者等から収集した三筆境などの主要な境界情報を

整理して図面等にまとめる調査 

［主要な土地境界情報を整理した図面］ 

【三筆が交わる境界点 】 

【主要な屈曲点 】 
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民間等の測量成果を活用した都市部における地籍整備の推進 
       

１２９百万円（前年度９０百万円） 
  

地籍整備が特に遅れている都市部においては、都市開発や防災対策等に寄与する観点か

ら、地籍整備の一層の推進が求められている。このため、地籍調査以外の民間事業者や地

方公共団体の公共事業部局等が作成する測量成果を地籍整備に活用するための支援を行

う。 

 

＜内 容＞ 

民間事業者等が積極的に国土調査法 19 条 5 項指定を申請できるように、指定申請に

必要な測量・調査、成果の作成にかかる経費に対して、補助金を交付する。 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

                    
 

 

 

 

 

 

 

 

【国土調査法第 19 条第 5項指定】 
土地に関する様々な測量の成果について、その精度・正確さが地籍調査と同等以上の場合には、当該成

果を地籍調査と同様に取り扱えるよう国土交通大臣等が指定する制度 
 

【民間開発事業での活用事例】 
 
調査実施地区：F県 O市 
調 査 面 積 ：3.3 ｈａ 
調 査 内 容 ：民間開発事業者が駅前の住宅地開発

事業を行うため、測量・調査、成果

の作成を実施 
 

【地籍整備推進調査費補助金】 

 

事業主体：民間事業者、地方公共団体 

地域要件：人口集中地区又は都市計画区域 

対象経費：19 条 5項指定に必要な測量・調査

に要する経費 

     （調査計画等策定、境界情報等整

備、成果等作成） 

補 助 率： 

 

 

 

 

 
  

 

  

       地方公共団体（直接補助）

測量区域 

１/２以内 

国

１／２

地方公

共団体

１／２

１/３以内 
民間事業者等（直接補助）

国

１／３民間

事業者等

２／３

民間事業者等（間接補助）

国

１／３

民間

事業者等

１／３

地方公

共団体

１／３

１/３以内※ 

※ただし地方公共団体の 

補助する額の 1/2 が限度 

開発後のイメージ図 
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ＩＣＴを活用した地籍調査の効率化に向けた環境整備 

 

７０百万円【新規】 
 

都市部においては、都市開発や防災対策等の観点において、地籍整備を早急に実施する 

必要があり、近年進展しているＩＣＴ等の新たな技術を活用することで、官民境界の先行

調査や地籍調査以外の民間測量成果等を活用した効率的な地籍調査を実施するための環境

整備を行い、都市部の地籍調査をより一層推進する。 

 

＜内 容＞ 

○地籍整備プラットフォーム・オープンデータサイトの構築 

個々の土地取引や民間開発事業等で作成される地籍調査以外の民間測量成果等を蓄積

・共有するためのシステムを構築するとともに、蓄積した民間測量成果等を有効に活用

した効率的な地籍調査手法を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラットフォーム・オープンデータサイトの構築 

民間測量成果等を活用した効率的な地籍調査  
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（２）不動産情報の整備・提供の充実等 

地価公示の着実な実施         

 

３，６９１百万円（前年度３，６９１百万円） 

 

不動産取引の指標や課税評価の基準等の役割を担う重要な制度インフラである地価公示

について、その役割を十分に果たすため全国２６，０００地点で着実に実施する。 

 

＜内 容＞ 

 ○地価公示 

  ・地価公示法に基づき実施 

  ・全国に２６，０００地点の標準地（調査地点）を設置し実施 

  ・１月１日時点における標準地の価格を３月に官報にて公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地価公示 

不動産の鑑定評価額の決定

にあたっての規準となる 

公共事業用地の取得価格の

算定にあたっての規準とな

る 

○相続税評価      

→公示価格の８割を目安 

○固定資産税評価    

→公示価格の７割を目安 

 

○融資先の担保対象不動産の

評価 

○自社所有不動産の時価評価 

標準地の「正常な価格」を

公示することで、一般の土

地の取引価格の指標となる 

一般の土地の取引 

不動産の鑑定評価 経済指標 

地価の変動率は重要な経済指

標として使用されている 

課税評価 

公共事業用地の取得 

金融機関等 
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不動産取引価格情報の提供 

 

                         ２２６百万円（前年度２４６百万円） 
 

不動産市場の透明性向上・取引の活性化を図るため、不動産の取引当事者へのアンケー 

ト調査を実施し、その調査結果をもとに、不動産の実際の取引価格に関する情報について、

四半期毎に、国土交通省ホームページにおいて提供を行う。 

 

＜内 容＞ 

 ○不動産取引価格情報の提供 

  ・対象物件の種類：更地（宅地）、建付地、中古マンション 等 

・情報提供項目 ：所在地、取引価格、土地の面積・形状、建物の用途・構造、延床 

面積、建築年、最寄駅、今後の利用目的 等 

・提供件数   ：約 315 万件（H18.4～H29.10 累計） 
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不動産価格の動向指標の提供 

 

                               ５０百万円（前年度６３百万円） 
 

不動産価格の動向を把握し、金融・マクロ経済政策へ活用するとともに、不動産市場の

透明性向上・取引の活性化を図るため、不動産価格指数（住宅・商業用不動産）の提供を

行う。また、IMF より発表が予定されている不動産価格指数の国際指針を踏まえ、成約賃

料や空室率等、不動産市場の動向の多角的な分析に資する指標の開発に向けた検討を行う。 

 
＜内 容＞ 

○不動産価格指数（住宅・商業用不動産）の安定的な運用 

 ・指数算出用のデータ整備 

 ・算出システムの保守 等 

  ○成約賃料や空室率等、不動産市場の動向の多角的な分析に資する指標の開発に向けた

検討 

・推計手法等の検討 

・算出結果の妥当性の検証 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不動産価格指数（住宅） 

不動産価格指数（商業用不動産） 
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２．不動産市場の環境整備 
（１）不動産ストックの利活用・流通活性化の推進 

空き家・空き地等の流通・活用の促進 

 

9５百万円（前年度１２０百万円） 
  

本格的な人口減少社会を迎え、有効活用されずに放置される空き家・空き地は増加傾向

にあり、その対策は喫緊の政策課題となっている。 

このような遊休不動産について、空き家・空き地バンク等を活用したマッチング支援等、

地域連携等による新たな需要の創出や流通促進等を支援する。また、空き地等を地域資源

として活用しているような先進的な取組への支援やそのノウハウの横展開を行うととも

に、所有者不明土地の公共的目的のための利用の円滑化を促す。これらにより、空き家・

空き地の有効活用を促進し、社会全体の生産性向上等を推進する。 

 

＜内 容＞ 

  ○空き家等の流通・活用促進 

    ・地方公共団体等と連携して空き家等の流通促進を図る不動産業団体等によるモデル 

的な取組を支援 

  ○空き地の活用促進等 

・地域のＮＰＯ法人等による空き地の活用（所有者不明土地問題に係る事案を含む） 

に向けた先進的な取組への支援、ノウハウの収集・分析、横展開等の実施 

    ・所有者不明土地の公共的利用を可能とする新たな仕組みの実施に向けた周知等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 11 - 
 

 

 

民泊管理業の健全な発展に係る環境整備 
 

                                １５百万円（前年度１４百万円） 
 

「観光立国推進基本計画」に掲げられた 2020 年訪日外国人旅行者数 4000 万人等の目

標達成に向け、我が国の不動産ストックを宿泊施設などに利活用することが重要であり、

今般制度化された民泊サービスについて健全な普及を図るため、住宅宿泊管理業者（民泊

管理業者）の生産性向上・人材育成を図っていくことが重要である。 

このため、民泊管理業者の確保に向けた環境整備として、多様な事業形態に応じた標準

契約書や実務マニュアルの普及・啓発を図り、安全・安心かつ快適な民泊サービスの提供

を促進する。 

 

＜内 容＞ 

○民泊の管理業者の確保に向けた環境整備 

  ・民泊管理の多様な事業形態に応じた標準契約書や実務マニュアルの普及・啓発を図

るための各地域における説明・講習会の実施等 

  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民泊管理業の概要 
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（２）良好なストック形成のための不動産投資の推進 

不動産証券化手法を活用した地域振興のためのﾈｯﾄﾜｰｸの形成促進               

 

58 百万円【新規】 
 

 地域の不動産業者によるクラウドファンディング等を活用した空き家・空き店舗等の遊

休不動産の再生を促進するため、小規模不動産特定共同事業に係る特例の創設等を内容と

する不動産特定共同事業法の一部を改正する法律が第 193 回通常国会にて成立し、平成

29 年 12 月 1 日より施行された。 

同制度を通じたより効率的・効果的な地方創生を図るため、地域の不動産業者等と不動

産オーナーやまちづくり会社、公的不動産の活用に取り組む地方公共団体、地域金融機関、

IT 企業、地域活性化に取り組む者等との連携を強化し、地域の事業化ニーズを掘り起こし

て民間資金の円滑な供給を図り、新たな地域民間プロジェクトの立ち上げを加速する場の

形成等を促進する。 

＜内 容＞ 

 ○地域プラットフォームの開催支援 

  ・各分野の専門家によるセミナーの開催等、地域の関係者の連携強化を図る場の形成

促進 

 ○各地域プラットフォームの代表者等からなる全国会議の開催支援 

  ・各地域の取組みやノウハウの共有、事例集の作成等を通じて、全国へ情報発信・横

展開するための仕組みの構築 

 ○小規模不動産特定共同事業者ネットワークの形成支援 

  ・小規模不動産特定共同事業に係る投資家保護のためのルールの策定や優良事業者育

成のための方策等を検討する場の形成促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）良好なストック形成のための不動産投資の推進 

地域プラットフォーム 

地方 
自治体 不動産 

オーナー 

候補 
テナント 

金融機関 
宅建業者 

（不特事業者） 

工務店 

小規模不動産特定共同事業者ネットワーク 
小規模不特事業における投資家の保護、優良事業者の育成等のための方策を検討 

取組みの報告 新たな案件形成（横展開） 

・・・ エリア： 
市町村単位を想定 

（複数市町村も可） 

全国会議 （ノウハウ共有、事例集等の作成、情報発信）   

取組みの報告 

クラウドファン 
ディング業者 

地域プラットフォーム 

クラウドファン 
ディング業者 

地方自治体 
（公的不動産） 

候補 
テナント 

宅建業者 
（不特事業者） 

金融機関 

参加 参加 

地域プラットフォーム 

クラウドファン 
ディング業者 

地方自治体 
（公的不動産） 

候補 
テナント 

宅建業者 
（不特事業者） 

金融機関 

新規形成 

参加 

○ 空き家・空き店舗等を再生する先進地域を創出        他地域への横展開による全国的な普及 

○ 優良な小規模不特事業者のネットワーク化           投資家保護や優良事業者の育成、制度の活用を自律的に推進 

○ ネットワークを通じた事業者等からのフィードバック等     現場での課題等の実態をより反映した制度運用を図る 

（モデル約款、実務手引書の改訂等） 
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環境性、快適性等に優れた不動産への投資促進に向けた環境整備 

 

１５百万円【新規】 
 

 
近年、環境性、快適性及び健康性の向上や、働き方改革等への社会的要請が高まってお

り、不動産分野でもこれらの要請に対応するための環境整備を行うことが、国内外の投資

家から求められている。 

このため、我が国の不動産投資市場の成長を促進し、不動産の環境性等の品質を適切に

不動産価格へ反映する仕組みを構築する。 

 

＜内 容＞ 

○環境性等に優れた不動産の評価の仕組みの構築に向けた検討 

・諸外国における先進事例の調査 

・投資家・金融機関（市場関係者）の認識・対応等についての調査 

・不動産鑑定評価に盛り込むための統一的な手法の構築 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82.1

31.5
17.9

68.5

0
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100

現在 １０年後

%

特に違いはない

賃料収入に影響がある

81.7

32.4
18.3

67.6

0
20
40
60
80

100

現在 １０年後

%

特に違いはない

還元利回りに影響がある

環境性等の高い不動産の賃料収入・還元利回り 不動産鑑定評価への反映（イメージ） 

出典：「第 34 回不動産投資家調査・特別アンケート」 

（（一財）日本不動産研究所） 

【賃料収入】 【還元利回り】 

省エネルギー性 （環境性） 

快適温度・湿度 （快適性） 

騒音      （ 〃 ） 

照明・採光   （ 〃 ） 

屋内空気質   （健康性） 

飲料水水質   （ 〃 ） 

【評価する不動産の品質】 【不動産価格の算定】 

（収益還元法の例） 

不動産価格 = 賃料収入 －  営業費用  

           還元利回り 
反

映 

不動産価格へ

の適切な反映 
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３．建設市場の環境整備 

建設業の働き方改革の推進 
                  

１１６百万円（前年度５０百万円） 
  

総理、関係閣僚及び有識者から構成される「働き方改革実現会議」において、「働き方

改革実行計画」が策定され、罰則付き時間外労働の上限規制を導入する等の長時間労働の

是正等を内容として労働基準法を改正することや、建設業についても、改正法施行の 5 年

後に、他産業と同様に罰則付き時間外労働の上限規制を適用することが盛り込まれた。 

「働き方改革実行計画」の決定を踏まえ、建設業における長時間労働是正等に向けて関係

者が総力を挙げて取り組むことが必要であり、以下のとおり重点的な対策を講じる。 

 

＜内 容＞ 

○民間発注工事等における働き方改革の推進    
  

民間発注団体や建設業団体、関係府省等と連携した関係者による推進体制を構築

し、公共工事における取組（週休２日を前提とした適正な工期設定、施工時期の平準

化、施工のＩＣＴ化等）が民間発注工事等においても浸透するよう、以下の施策を実

施。 

・民間発注工事等における工期の設定方法や発注手続の現状等について、実態に関

する調査を実施 

・週休 2 日確保や工期適正化等に取り組む民間発注者を対象に先導的モデル事業を

実施し、工期改善等に際しての課題の抽出や解決に向けた検討を実施 

・実態調査や先導的モデル事業等の成果を「適正な工期設定等のためのガイドライ

ン」の見直し等へ適切に反映するとともに、関係団体の傘下の企業等に対する周

知・啓発を実施 

 

 

○建設技術者の働き方改革の推進   

 
常態化している現場技術者の長時間労働の是正に向けて、ＩＣＴ技術等の進展を

踏まえた現場労働時間の短縮・平準化に関する検討を行うとともに、これまでの効

果的で優良な施工管理事例等を収集・整理し講習等を通じた普及を行う。 
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○建設業における女性の働き方改革の推進  

 
    建設業における女性活躍推進のため、女性の入職・定着、育休後に復職しやすい

職場環境への改善等に取り組む企業・団体に対して、専門家によるコンサルティン

グや講習会等を通じた課題解決のための支援を実施。 

 

 

○建設業許可等の電子申請化に向けた検討  

 
建設業許可や経営事項審査の手続は、申請企業、許可行政庁双方にとって過大な

負担となっていることから、書類作成等の負担を軽減し、企業・許可行政庁双方の

働き方改革を実現する観点から、許可や経営事項審査の将来的な電子申請化に向け

た調査検討を実施。 
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社会保険加入の徹底・定着      

 

２３百万円（前年度２２百万円） 
 

技能労働者の処遇改善による担い手確保と、適正に保険料を負担する企業による公平な

競争環境の実現のため、平成 24 年度より建設業における社会保険加入対策に取り組んで

いるところ。 

これまでの取組により一定の成果が見られるものの、小規模事業者・労働者単位の加入

や元請・下請間での法定福利費の確保といった課題に対応し、更なる社会保険加入の徹底

・定着を図っていくための対策を実施する。 

 

＜内 容＞ 

○法定福利費の支払い状況等に関する実態調査 

○建設キャリアアップシステム（※）を利用した加入徹底を図るため、システムの活用方

法等について検討 
   ※技能者の処遇改善等を図るため、技能者の就業履歴や保有資格等について、技能者に配布するＩＣカードを通じ

て業界統一のルールで蓄積するシステム 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

社会保険加入率の推移 
（雇用保険、健康保険、厚生年金保険の 3 保険に全て加入している割合） 

出典：公共事業労務費調査 
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建設職人の安全・健康の確保の推進 

                   

２０百万円【新規】 
 

建設業における労働災害の発生状況は、長期的に減少傾向にあるが、いわゆる一人親方

等を含めた建設工事従事者全体では、建設工事の現場での災害により年間約 400 人もの尊

い命が失われている。このような状況の下、平成 28 年 12 月に「建設工事従事者の安全及

び健康の確保の推進に関する法律」が成立（平成 29 年３月 16 日に施行）し、本法に基づ

く基本計画が６月９日に閣議決定された。 

  このため、上記の基本計画に基づき、建設工事従事者の安全・健康の確保の推進を図っ

ていく。 

 

＜内 容＞ 

〇安全衛生経費の適切かつ明確な積算、明示及び支払いの促進 

・民間工事における安全衛生経費の実態把握 

・本法の対象となる安全衛生経費の定義付け 

・下請まで適切に支払われるような施策の検討 

〇建設業者等による自主的な取組の促進 

・建設業者による安全衛生管理に関する自主的な取組を発注者・元請等が評価してい

る事例の収集・効果の分析、好事例集の作成・展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建設業者の安全衛生管理を評価する取組を促進 

〇公共・民間工事において、建設業者による安全衛生管理に 
関する自主的な取組を発注者・元請等が評価している事例
の収集・効果の分析

〇好事例集の作成、展開 

〇民間工事における安全衛生経費の実態把握

〇本法の対象となる安全衛生経費の定義付け
〇下請まで適切に支払われるような施策の検討

〇民間工事の契約において、安全衛生経費の内容、その計上
方法（積上・率計上等） などが不明確。

下請まで安全衛生経費の適切な支払いを促進

◎建設業者等による自主的な取組の促進

事業内容 

事業内容 

◎安全衛生経費の適切かつ明確な積算、明示及び支払いの促進



- 18 - 
 

 

専門工事企業に関する評価制度の構築に向けた検討 

 

                                １９百万円【新規】 

 
人材育成等に取り組み、施工能力等の高い専門工事企業が、単なる価格競争ではなく、

正当に評価されるようにするため、専門工事企業の施工能力等を「見える化」（評価）す

る仕組みを構築するための調査・検討等を行う。 

 

＜内 容＞ 

○元請企業等による専門工事企業の選び方やそのポイント等について実態を調査 

○有識者等からなる検討会を開催し、評価項目や手法等について検討・整理 

 
＜専門工事企業の施工能力等の見える化の検討＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門工事企業の施工能力等の見える化の項目イメージ 

国
土
交
通
省 

評価主体Ａ 評価主体Ｂ 評価主体Ｃ 

Ａ業 

専門工事 
企業 

Ｂ業 

専門工事 
企業 

Ｃ業 

専門工事 
企業 

Ａ工事業認定

評価制度 

Ｂ工事業認定

評価制度 

Ｃ工事業認定

評価制度 

民間・公共発注者 入職者等 

（制度イメージ） 

元請企業 

見える化 

認定 

○ 所属する技能者の人数・評価  

  ※建設キャリアアップシステムに基づく技能者の能力評価と連動 

○ 建機の保有状況  

○ 安全衛生 （無事故期間 等） 

○ 処遇・福利厚生 （社会保険等への加入状況 等） 

○ 人材確保・育成 （研修制度 等） 

○ 地域貢献 （災害復旧、地域活動への貢献 等） 

○ 経営状況 

○ その他      等 

※評価主体としては、専門工事業団体等が考えられる。 

※国は評価の項目や手法についてのガイドラインを作成し、活用したい各団体（評価 

主体）が、業種の特性に応じて、当該ガイドラインをアレンジして使用することを想定。 
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建設分野の外国人材活用の適正化事業 

 

                                ８１百万円（前年度８０百万円） 

 
2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連等の建設需要に適確に対応す

るため、平成 26 年 4 月 4 日の関係閣僚会議において「建設分野における外国人材の活用

に係る緊急措置」がとりまとめられ、平成 27 年 4 月から当該緊急措置の対象となる外国

人材の受入れが開始された。当該緊急措置では、適正な監理体制の構築が求められており、

特定監理団体及び受入建設企業に対して巡回指導等を実施する「制度推進事業実施機関」

の活用、外国人材の受入れ状況の実態把握調査、外国人建設就労者管理システムの運営の

実施等を行うことにより、建設分野の外国人材活用の適正化を図る。 

 

＜内 容＞ 

○制度推進事業実施機関による巡回指導等 

   外国人建設就労者の受入建設企業、特定監理団体に対する巡回指導や受入状況（賃 

金水準等）に係る実態把握調査、適正監理推進協議会の運営等を実施 

 ○外国人建設就労者管理システムの運営 

   国土交通省と制度推進事業実施機関の間のシステムによる受入情報共有 
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地方の入札契約改善推進事業 

 

                         ９６百万円（前年度７０百万円） 
   

改正担い手３法の本格施行を受け、法の趣旨を現場レベルでより一層浸透させていくた

め、全ての地方公共団体に対して、予定価格の事前・事後公表やダンピング対策、一者応

札等の状況について悉皆調査等を実施し、地方公共団体毎の取組を「見える化」するとと

もに、個別の地方公共団体に対して、専門家派遣等を通じて実務的な支援を実施すること

により、地方の入札契約の改善を図り、公共工事の将来にわたる品質確保とその担い手の

中長期的な育成・確保を推進する。 

 

＜内 容＞ 

 ○担い手３法に基づく取組全般の悉皆調査 

  ・予定価格の事前・事後公表、ダンピング対策、一者応札等の取組の運用状況調査 

 ○地方の入札契約支援事業 

  ・入札契約の取組が遅れている地方公共団体に対する専門家派遣等による支援   
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地域建設産業における多能工化の推進 

 

６０百万円【新規】 
 

中小・中堅建設企業の生産性を高めるためには、建設現場を担う技能者の専門技能の  

幅を広げることによる多能工化が有効である。 

多能工の育成のためには、複数の中小・中堅建設企業が連携し、それぞれの職種の専門

性・ノウハウを持ち寄り、共有していくことが必要であり、技能者間連携・企業間連携を

図ることで、技能者の技能等を効率的に活用し、中小・中堅建設企業の生産性を向上させ

る。 

  

＜内 容＞ 

○中小・中堅建設企業で構成するグループ等による多能工育成・活用計画の策定と実施

を支援する「多能工化モデル事業」を実施 

○上記モデル事業の取組について、その成果や改善が必要なポイントを取りまとめ、多     

能工化に取り組む際の手法についての手引きを作成し、中小・中堅建設企業に幅広く

周知・啓発 

 

 

多能工化モデル事業の概要 

  対 象：中小・中堅建設企業で構成するグループ等 

  内 容：多能工育成・活用計画の策定と実施の支援  

  （例）土木では鉄筋、型枠、コンクリート等の職種間での多能工化 

建築では塗装、防水、内装等の職種間での多能工化 

 

 
 

 

専門工による施工

多能工による施工

測量 土工事 鉄筋 型枠
コンクリート
打設

多能工（鉄筋→型枠→コンクリート打設）

工期短縮

○職種の入替がない
○手待ち時間が縮減

できる
○作業が効率化できる

測量 土工事

（イメージ）
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４．建設産業・不動産業の海外展開の推進 

（１）建設・不動産企業のための海外ビジネス環境の整備 

 

                             ２７百万円（前年度２５百万円） 
 

『未来投資戦略 2017』や『インフラシステム輸出戦略』に基づき、「質の高いイン

フラ投資」を進め、「2020 年に 30 兆円のインフラシステム受注を目指す」との政府

目標を実現するためには、相手国政府との関係構築等により、建設・不動産企業の海外

進出に向けた基盤強化を図ることが必要である。 

   このため、二国間建設会議等の開催による二国間の枠組の構築・関係強化や、新興国

における我が国企業のビジネス環境改善につながる関連制度の整備・普及支援により、

政府間でしかなし得ないビジネス環境の整備を推進する。 

 
＜内 容＞ 

○二国間の枠組の構築・関係強化 

  ・我が国にとって重要な市場における二国間建設会議等の開催 

  ○制度整備・普及支援 

  ・土地・建設関連制度の整備・普及促進を図るための現地セミナーの開催 

  ・制度整備・システム導入・人材育成をパッケージ化したモデルプロジェクトの支援 

  ・新興国の政府職員を招聘する研修の実施 
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（２）建設・不動産企業のための海外ビジネス機会の創出 

 

                             ７７百万円（前年度７６百万円） 
 

建設産業・不動産業の更なる海外展開を推進していくためには、ビジネス環境の整備

とあわせて、中堅・中小企業の海外進出支援など、政府間の連携や政府の持つリソース

を最大限活用した取組を進めていくことが必要である。 

   このため、独自の技術・ノウハウを有する中堅・中小企業のミッション団派遣等によ

る支援、拠点国と連携した第三国への展開支援、相手国政府と連携した PPP プロジェ

クトへの参入支援により、民間企業による取組だけでは難しい新たなビジネス機会を創

出する。 

 
＜内 容＞ 

○中堅・中小企業の海外進出支援 

  ・必要な情報を提供するセミナーの開催、現地へのミッション団の派遣 

  ・企業の実務能力向上のための実務マニュアル作成、Ｅラーニングの実施 

  ○拠点国と連携した第三国への展開 

  ・拠点国企業とのマッチング等を目的としたセミナーの開催 

  ○相手国政府と連携した PPP プロジェクトの組成 

  ・PPP プロジェクトへの参入促進のための調査等の実施 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


